
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 困ったときには日本共産党に相談 090-65-9401 

 

 阪神西宮駅北地区公民連携事業において、高さ４０階にも及ぶタワーマンション

を建設されようとしています。 

 タワーマンション型の開発は、すでに破綻し始めているといわれています。タワ

ーマンションには、「高層ゆえの災害リスク、巨額の修繕費用、コミュニティの脆

弱性、投機マネーによる歪み」など、解決不能な問題があり、すでに社会問題化し

ている開発手法です。不動産業界や大手ゼネコン業界のあいだでは、「タワマン神

話」の崩壊が始まったとの指摘が広がり、現に、あちこちの開発が一時中断、完成

時期が白紙になるなど、おいこまれています。 

 このようなタワーマンションの建設に西宮市が関与し、促進するようなことは許

されるものではありません。撤回を強く求めています。 

アメリカとイスラエルは、イランとの間で核問題の交渉中だったにもかかわらず、先制攻撃をおこない、

主権国家の体制転覆を公然と呼びかけ、学校を攻撃し、子どもや民間人の多数の命を奪うなど、国際法を幾

重にも踏みにじっています。戦争は、即刻中止させる必要があります。平和非核都市宣言をしている西宮で

こそ平和の世論を大きくするよう呼びかけました。 

庄本けんじ 
日本共産党市会議員 

活動ニュース 

２０２６年 ４月 １日 

議員控え室 0798-35-3368 携帯 090-6665-9401 

イラン攻撃は直ちに中止を 

３月議会 

タワーマンション型の開発はきっぱり中止を 

２０２６年度予算──くらし優先の予算を 

 日本共産党西宮市会議員団は、市民サービスを切り捨てながら、一方で、タワーマンション中心の開発な

どに多額の税金をつぎ込むような新年度予算案に反対しました。あわせて、国民健康保険料や後期高齢者医

療保険料などの公的医療保険に医療とは全く無関係の「子ども子育て支援金」なるものを上乗せする新制度

が開始されることによって保険料が大幅に増えることから、「令和８年度西宮市国民健康保険特別会計予

算」、「令和８年度西宮市後期高齢者医療事業特別会計予算」に反対しました。また、越木岩センターと図書

館の運営を民営化する指定管理制度の導入に反対しました。 

 

平和非核都市宣言の西宮こそ平和の声大きく 
 庄本けんじ市会議員は、議会の最終日、２０２６年度予算などの反対討論に立ち、議会

開催中の２月２８日、アメリカとイスラエルがイランに大規模な軍事攻撃を開始したこと

に対し、満身の力を込めて抗議することを表明しました。 

庄本けんじ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小学校の給食費は、国の方針で大幅な負担軽減となりますが、中学校の給食

は、２０２６年度は、物価高騰対策により少し軽減されますが、それは一年か

ぎりの対応です。そのため、次年度は、保護者負担がどうなるか、不明です。

西宮市による物価高騰対策費があてられなくなれば、中学校の給食費の保護者

負担は、月額３４８５円から、月額６９７０円の倍に跳ね上がります。無償化

の声を、さらに大きく広げましょう。 

 認知症無償診断が７月から開始されます。６５歳以上が対象です。認

知症診断には二段階の診断があります。まず、一段目は簡単な質問に答

えるテストと問診による診断がおこなわれます。診断は、内科や外科、

眼科や耳鼻科など、どの診療科でも、登録された実施医療機関で受診で

きます。西宮市が発行する受診券が必要です。そこで、認知症の疑いが

あると診断された場合には第２段階の診断へ進みます。その場合は、認

知症診断が可能な医療機関にて受診します。認知症対応は、早期発見、

早期対応が大切です。 

 政府は、学校給食の無償化にまでは踏み込むことをさけまし

たが、それでも、今回のように無償化へ大接近したのは、国民

の世論と運動の成果です。この成果を中学校まで広げましょ

う。そして、給食費の完全無償化を早く実現させましょう。給

食は、教育の一環です。生きた教材です。憲法には「義務教育

は、これを無償とする」と明記されています。実現まであと一

押しです。 

学校給食費の無償まであと一押し 

補聴器助成制度が必要です 

学校給食は食育の生きた教材 

憲法２６条＝「義務教育はこれを無償とする」 

 難聴を放置すると認知症リスクが最大約５倍に上昇するとの指摘があります。聴力の低下は、コミュニケ

ーションの低下などにより、脳への刺激が減るためです。 

７月から６５歳以上対象に認知症無償診断が始まります 

高齢者の補聴器購入への助成制度創設を 

 庄本けんじ市会議員は、補聴器購入への助成制度の必要性を指摘するととも

に、難聴と認知症との関連性についてのエビデンスがあることについて、市当局

の認識を質しました。市は、「エビデンスについては認識している」と答えまし

た。 

 認知症対策のためにも、高齢者の補聴器購入への助成制度の創設が求められま

す。西宮で実施するために必要な予算は、対象６００人、助成費用２万円であれ

ば、１２００万円の予算で実現できます。ぜひ実現させましょう。 


